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  経  営  成  績 及 び 財 政 状 態  

 

１．経営成績 

 

 (1)当中間期の概況 

    

 ①電気事業の販売電力量 

今年度上半期の電力需要については、記録的な猛暑の影響による冷房需要の増加がみられ

たことなどから、一般電気事業者10社合計の販売電力量は前年同期に対して５．５％の増加

となりました。 

このような状況のもと、当社の販売電力量につきましては、水力・火力合計で前年同期に

対して５．０％増加の３０４億ｋＷｈとなりました。水力は、前年同期を上回る豊水（出水

率 １０９％→１１３％）となりましたが、貯水池の貯留により、前年同期に対し２．９％減

少の６４億ｋＷｈになりました。火力は、発電所の高稼働により、前年同期に対し７．３％

増加の２４０億ｋＷｈになりました。 

また、その他の電気事業では、前期までの糸魚川発電㈱に加えて、当中間期より営業運転

中の市原パワー㈱、仁賀保高原風力発電㈱、㈱グリーンパワーくずまきを新規連結したこと

により、販売電力量は前年同期に対し１１．６％増加の３億ｋＷｈになり、電気事業合計で

は、前年同期に対し５．０％増加の３０７億ｋＷｈになりました。 

 

②収支の概要 

当中間期の連結売上高（営業収益）は、前年同期に対し５．４％増加の２，９１９億円とな

り、営業外収益を含む中間経常収益は、前年同期に対し５．４％増加の２，９４０億円となり

ました。 

一方、営業費用は人件費、減価償却費の減少はあったものの、火力発電所の高稼動による燃

料費の増加等により前年同期に対し１０．４％増加の２，２１４億円となりました。また、営

業外費用については、支払利息の大幅な減少等により前年同期に対し４３．６％減少の２６８

億円となり、中間経常費用は前年同期とほぼ同規模の２，４８２億円となりました。 

以上により、中間経常利益は前年同期に対し４８．３％増加の４５７億円となり、豊水によ

る渇水準備金の引当等を行なった結果、中間純利益は前年同期に対し５３．２％増加の２９６

億円となりました。 

なお、事業のセグメント別の収支概要は以下のとおりであります。 

 

（電気事業） 

当中間期の電気事業営業収益は、料金改定による託送収益の減少があったものの、火力発

電所の高稼動及び奥只見発電所・大鳥発電所増設（平成１５年６月運転開始）が通期稼動し

たことによる増収や、新規連結した市原パワー㈱、仁賀保高原風力発電㈱、㈱グリーンパワ

ーくずまきの売上等により前年同期に対して４．６％増加の２，７６８億円となりました。 

一方、電気事業営業費用は人件費、減価償却費の定率進行による減少はあったものの、火

力発電所の高稼動による燃料費の増加及び定期点検による修繕費の増加、並びに新規連結子

会社の営業費用等により前年同期に対して９．９％増加の２,０３０億円となりました。 
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（その他の事業） 

当中間期のその他事業営業収益は、連結子会社のグループ外売上の増加等により前年同期

に対して２４．１％増加の１５１億円となりました。 

一方、その他事業営業費用はグループ外売上の増加に伴う売上原価の増加等により前年同

期に対して１６．３％増加の１８４億円となりました。 

 

③配当 

当中間期における配当は実施致しません。 

 

 (2)通期の見通し 

販売電力量は、水力については中間期が豊水となりましたが、通期では前期に対して    

５．５％減少の１０３億 kWhになるものと見込んでおります。火力については、中間期に引

き続き計画以上の利用率となることが見込まれますが、通期では前期に対して２．９％減少

の４６５億 kWh になるものと見込んでおります。 

 売上高については、１６年４月の海外炭火力の定期料金改定による減少があるものの、燃

料価格の上昇等により、連結では前期に対して１．４％増加の５，７８０億円程度、当社単

独では前期に対して２．６％増加の５，３６０億円程度になるものと見込んでおります。 

経常利益については、上記料金改定の影響があるものの、償却進行に伴う減価償却費の減少

及び支払利息の大幅な減少等による費用減少が見込まれており、連結では前期に対して    

２３．７％増加の５５０億円程度、当社単独では前期に対して４３．２％増加の４８０億円程

度となる見通しです。 

 

 

２． 財政状態 

 

(1) 資産、負債、資本の状況 

資産については、固定資産は当中間期より新規連結した市原パワー㈱他による増加がありま

したが、減価償却の進行による減少により、前期末から３２７億円減少し１兆９,１２４億円

となりました。これに流動資産を加えた総資産は前期末から２６９億円減少し２兆４９２億円

となりました。 

一方、負債については、借入金・社債の返済等により、前期末から５１１億円減少し当中間

期末の負債総額は、１兆６,６４９億円となりました。このうち、有利子負債額は前期末から

５１６億円減少し１兆５,４１３億円となりました。 

また、当中間期末の資本合計は、連結では前期末に比べ２３５億円増加の３，８３２億円と

なりました。 

 

(2) 連結キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物の残高は、営業活動により７９１億円の増加があり

ましたが、固定資産の取得などの投資活動として１９６億円及び財務活動として６８５億円の

支出となり、前期末残高２７７億円及び新規連結による増加額２３億円等を加えた当中間期末

残高は２１０億円となりました。 
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、火力発電所の高稼動等による営業収益の増加があ

りましたが、減価償却費の定率進行による減少及び売上債権の増加等により前年同期に比べ

８３億円（９．５％）減少の７９１億円の収入となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、当中間期より新規連結した㈱ジェイウインド田原

他の建設費の増加等があったものの、新事業関係ＩＰＰ事業会社等への貸付金の減少等によ

り前年同期に比べ７４億円（２７．５％）減少の１９６億円の支出となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還（ＤＡ含む）による支出の増加があり

ましたが、借入金の返済額の減少等により前年同期に比べ２５８億円（２７．３％）減少の

６８５億円の支出となりました。 

 

 

(3) キャッシュ・フロー指標の推移 

 
 

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 
平成16年度 

中間 

株 主 資 本 比 率 5.7％ 6.6％ 7.7％ 17.3％ 18.7％ 

時価ベースの株主資本比率 － － － － － 

債 務 償 還 年 数 14.6年 10.0 年 11.3 年 8.9 年 9.7 年 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 1.9 2.9 1.9 2.1 3.2 

   （注）株  主  資  本  比  率 ：株主資本／総資産       

      債  務  償  還  年  数 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

    ※各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

※有利子負債は、社債、長期借入金（いずれも１年以内に期限到来のものを含む）、短期借入金及びコマー

シャル・ペーパーを対象としています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利

息の支払額により計算しています。 

※当中間期の債務償還年数の計算は、営業キャッシュ・フローの額を２倍にして計算しています。 

※当社は、平成 16年 10 月 6日に東京証券取引所に上場したことから、時価ベースの株主資本比率の記載

を省略しております。 

 


